様式第１号（第４条関係）

保育士資格等取得支援事業実施計画書

徳島県知事　殿
（元号）　　年　　月　　日

対象施設長
（又は申請者）

	①対象となる事業
※該当する事業に〇をつけること。
	(１)認可外保育施設保育士資格取得支援事業
(２)保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業
(３)幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業
(４)保育所等保育士資格取得支援事業
(５)保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業

	②施設名
	

	③住所
	（〒　　　―　　　　）

	電話（　　　）
　　　―

	④受講者の氏名
	ﾌﾘｶﾞﾅ　
	生年月日
	　　　年
　　月　　　日生
（　　　歳）

	
	
	
	

	⑤養成施設等名
	

	⑥受講期間
	（元号）　　年　　月　　日～（元号）　　年　　月　　日
（受講開始日（入学日））

	⑦保育・教育実習や面接授業
期間
	保育・教育実習　　　日、面接授業　　　日、
合計　　　　日

	⑧受講に要する費用
	入学料　　　　　円、受講料　　　　　円、合計　　　　円

	⑨保育士就学資金貸付事業
等、類似事業の貸付け等の有無
	保育士就学資金貸付事業等の類似事業の貸付等を
受けている　・　受けていない

	⑩代替職員の氏名
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	生年月日
	　　　年
　　月　　　日生
（　　　歳）

	
	
	
	

	（備考）



· ⑩について、代替職員が確定していない場合は、氏名欄に「別途配置予定」と記入し、
確定次第速やかに徳島県に届出を行うこと。

担当者の氏名、連絡先
　　氏名　　　　　　　　　　連絡先



（留意事項）
１　いずれの事業においても、交付申請は、保育士登録証又は幼稚園教諭免許状の交付を受け、対象施設に勤務することが決定した後に、交付申請書等の提出を受けて補助金の交付を決定するものであること。
　　なお、免許取得後１年以上、対象施設に勤務することを要件としているので、１年以内に退職した場合は、補助金返還の対象となるので、申し出ること。
２　本実施計画書の内容に変更が生じた場合は、速やかに申し出ることとし、変更の承認を受けること。変更の承認なく、実施計画書の受講期間内に修了しない場合は、補助金の交付対象とならないので注意すること。
３　「（１）認可外保育施設保育士資格取得支援事業」、「（２）保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業」又は「（５）保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業」を実施において、受講期間中に受講者である職員の代替職員を雇用する場合は、⑩代替職員の氏名を記入すること。
ただし、受講者となる職員が業務時間を充てて受講する（受講期間中も給与が支払われている）場合に計上できること。
４　「（１）認可外保育施設保育士資格取得支援事業」の対象施設は、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けた認可外保育施設、幼稚園型認定こども園が構成する認可外保育施設、小規模保育事業Ａ型及びＢ型を行う保育事業所、児童福祉法第３４条の１５第２項の認可を受けた事業所内保育事業のいずれかであること。
５　「（２）保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業」及び「（５）保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業」の対象施設は、認定こども園又は認定こども園への移行を予定している施設（以下「認定こども園等」という。）であること（特例制度の活用により保育教諭確保を目指す場合の補助）。移行予定施設の場合は、備考欄に、移行予定時期を記載すること。
なお、受講開始時点の在籍施設が認定こども園等ではない場合で、運営主体が運営する別の施設が認定こども園等である場合は、備考欄にその旨（施設名や移行予定の場合は予定時期等を含む。）を記載すること（交付申請及び支払いは、認定こども園等に勤務を決定後に可能となるので、留意すること。）。
６　「（３）幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業」の対象施設は、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けた認可外保育施設、幼稚園型認定こども園が構成する認可外保育施設、小規模保育事業Ａ型及びＢ型を行う保育事業所、児童福祉法第３４条の１５第２項の認可を受けた事業所内保育事業、保育所、認定こども園、認定こども園への移行を予定している施設、認定こども園への移行を予定している幼稚園、乳児院及び児童養護施設のいずれかであること。
　　なお、実施計画書の提出時点においては、対象施設に勤務していることは必須ではないが、交付申請時点においては必須であるので、留意すること。
７　「（４）保育所等保育士資格取得支援事業」の対象施設は、保育所、認定こども園、認定こども園への移行を予定している幼稚園、乳児院及び児童養護施設のいずれかであること。

（添付書類）
１　共通
· 受講者が、当該施設に勤務していることを確認できる書類
（（３）幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業以外は必須）
· 受講者が、養成施設に在学していることが確認できる書類
（実施計画書を提出する際、まだ受講を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、受講を開始してから追加提出すること。）
２　代替職員を雇用する場合
· 代替保育従事者が当該対象施設に勤務していることが確認できる書類
（実施計画書を提出する際、まだ雇用を開始していない場合は、計画書の備考欄にその旨を記載し、雇用を開始してから追加提出すること。）
３　（１）認可外保育施設保育士資格取得支援事業を申請する場合
· 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し
（県のホームページ等で証明書が交付されていることが確認できる場合は添付省略可）
